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Abstract
　　Enormous amounts of statistics have been published since the start of the Japanese modern 
era.  Among all of these statistics, modern statistics published in the Meiji era are fundamental 
for grasping the historical geography of Japan.  GIS can be powerful analytical tool for applying 
such modern statistics to historical regional analyses. 
　　Although GIS has potential for historical regional analyses using modern Japanese statis-
tics, studies are not making significant progress at the present time.  A background factor is that 
municipal polygon data and digitized statistics in the Japanese modern era are not available to 
the public.  As a result, in 2004, the authors established the open web-based database titled 
“Historical regional statistics,” which contains a variety of municipal polygon data and digitized 
statistics from the modern era.  The purpose of this study is to review some digitized statistics 
and municipal polygon data contained in “Historical regional statistics,” and discus their avail-
ability through a case study. 
　　“Historical regional statistics” contains eight groups of statistics（39 statistics）and four 
groups of municipal maps（213 maps）.  Among these data, military statistics, “Meiji 24 Nen 
Chohatsu Bukken Ichiranhyo（Requisition Order List in 1891）”, “Fuken Tokei Hyo（Prefectural 
Statistics）” and “Consolidation of municipalities database” are available and provide versatility.  
The case study, which analyzes the regional structure of central Japan in the mid-Meiji era, ap-
plies the 1890 “Consolidation of municipalities database” and military statistics, “Meiji 24 nen 
Chohatsu Bukken Ichiranhyo（Requisition order list in 1891）”.  Factor and cluster analyses are 
applied to explain the regional structure.  In the factor analysis, eight factors are abstracted 
from 35 variables.  Then, by applying the cluster analysis to the factor matrix, central Japan is 
classified into six regional types. 
　　Complicated research processes for handling or building of data are reduced by digitized sta-
tistics and municipal polygons.  The regional structure analyzed in the case study can be under-
stood from existing findings of historical geography in Japan.  These points show the possible 
availability of “Historical regional statistics” for historical regional analyses with GIS.  On the 
other hand, it is shown that data used in the case study contain some errors.  This point is com-
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I．は じ め に

　近年のデータ処理技術と空間データ基盤整備の
発達を背景として，GISは人文地理学・社会学・
経済学・考古学などの人文諸科学おける分析ツー
ルの一つとして浸透しつつある。一方，歴史的事
象の地域分析への GISの応用に関しては，他分
野に比してその進捗の遅さが指摘されていたもの
の，史料が豊富に存在する近代に限れば，個々の
先駆的な取り組みによって徐々に切り開かれつつ
ある1）。
　そのアプローチを二分すれば，一方は地図類を
そのデータソースとするラスター指向のアプロー
チであり，もう一方は統計類をそのデータソース
とするポリゴン指向のアプローチである。ラス
ター指向のアプローチの例は，明治期の地形図を
用いてメッシュ人口推定を試みた小池・荒井
（2000）や Arai and Koike（2005），迅速測図を
用いて明治初期の農村的土地利用や迅速測図の歪
みを検討したスプレイグほか（2000），Sprague 

and Iwasaki（2005），および Sprague et al. 

（2007）による一連の研究をあげられる。また，
立命館大学地理学教室による「バーチャル京都」
に関する研究もこれに属するものであろう 2）。一
方，ポリゴン指向のアプローチの例としては，長
期データベースに GISを連動させた慶應義塾大
学による「暦象オーサリング・ツール」の開発 3）

があげられる。しかしながら，工学や農学におけ
る土地被覆研究を含めれば，前者に属する研究は
少なからず散見されるものの，後者に属する研究
は少ない。
　この理由の一つとして，無償・有償を問わず，
戦前期の市区町村を表現する行政界データが僅少

な点を指摘できる。ゆえに，近代統計を GIS上
で表示・分析するためには，その利用者自身が独
自に行政界データを構築しなければならないこと
が多い。そして，そのデータ構築には原史料の吟
味，デジタイジング，データクリーニングに至る
まで煩雑な作業が必要とされ，高度な編集環境と
技術力が求められる場合も少なくない。さらに，
通時的な分析を行う際には，この作業を数回繰り
返さなければならないうえに，市町村合併が盛ん
に行われてきた日本にあっては，統計の単位地域
が頻繁に変更されているため，年次間の行政界変
遷の確認作業にも多大な労力が割かれる。また，
膨大な情報量をもつ近代統計の手入力によるデジ
タル化も不可欠である。このように，GIS上で
の近代統計の表示・分析には，地図データの不在
に起因するデータ構築の必要性から煩雑な作業プ
ロセスが求められてきた。これらの点は，近代統
計と GISとを結びつけた研究の少ない現状を十
全に説明するものではないが，少なくともその要
因の一つとなってきたことには間違いない。
　第二次世界大戦以前の近代統計は，日本の近代
化の過程を知らせてくれるとともに，その地域的
展開を検討する地理学的研究に有用な知見を提供
しうる史料群である。溝口（2005）は，GISを
用いた歴史研究の方向性として，統計類や地誌な
どの文字史料のもつ情報の総合による地域間の比
較や相互関係の検討を通じた地域構造史的研究を
指摘している。GISのもつ強力なデータ総合力
を生かして，膨大な情報量をもつ近代統計から往
時の地域構造を引き出したり，その長期的な変動
を検討したりする作業は，今後の GISを用いた
歴史的研究の一つのあり方を示すものといえる。
　以上，近代統計の利用可能性と GISの活用に

mon to other data in “Historical regional statistics,” and needs to be corrected with the user's co-
operation.
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よるその空間分析の促進という問題意識の下に，
筆者らはデジタル化された近代統計と明治期以降
の行政界データとを無償提供する「歴史地域統計
データ」をインターネット上に公開し 4），その活
用事例として，これらのデータを利用した近代の
地域分析を試みてきた 5）。本稿では，「歴史地域
統計データ」に公開されるデータの特徴を概説す
るとともに，これに提供されるデータを用いた事
例分析を行い，その利用可能性と課題を検討す
る。

II．「歴史地域統計データ」の整備

　「歴史地域統計データ」は，筑波大学大学院生
命環境科学研究科空間情報科学分野の作成による
明治期以降の行政界データと統計データとを所収
するデータ群の総称，および，それらのデータを
インターネット上に公開するホームページの名称
である（図 1）。公開データ数は，行政界データ
4群 213点と統計データ 8群 39点であり，2004

年のホームページ開設以降，逐次追加されている
（表 1）。また，これらに加えて，公開データを利
用したWebGISと画像データもあわせて公開さ
れている。利用者はユーザー登録を行えば，すべ
ての公開データのダウンロードが可能である。
データ形式は，各種 GISアプリケーションへの
インポートを期して，利用者によるデータ変換の
容易な形式で整備されており，行政界データが
シェイプ形式（.shp），統計データがエクセル形
式（.xls）である。本章では汎用性の高いデータ
を中心に，その概要と作成目的を解説する6）。
　1）行政界データ
　2007年 12月末現在，行政界データとして公
開されているのは，「大正・昭和期行政界データ」
「明治 24年行政界データ」「行政界変遷データベー
ス（表データ）」「行政界変遷データベース（地図
データ）」の 4群 213点である。ここでは「行政
界変遷データベース（表データ）」と「行政界変
遷データベース（地図データ）」について述べる。
　まず，「行政界変遷データベース（表データ）」
は，統計情報研究開発センター発行の「平成 7年
国勢調査小地域集計町丁・字等別地図（境域）デー

タ」7）に収録される日本全国の町丁字界を単位地
域として，その所属する市区町村の変遷を 1889

（明治 22）年から 2006（平成 18）年まで年次ご
と 8）に記録した地理行列型のデータベースであ
る（図 2）。その特徴は，日本全国をカバーする
データの網羅性，町丁字を単位地域とする細密
性，町丁字ごとの所属市区町村を 1世紀あまり
にわたり記録する長期性にある。市区町村の記
録・確認作業は，太田・西川（1995）などの各
種資料9）を参照して行われ，市区町村名は当該

図 1　「歴史地域統計データ」のスクリーンショット．

Fig. 1 Screen shot of “Historical regional statistics 
data”.
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年の 12月 31日時点のものが記録されている。
ダウンロードデータは県別に提供され，その行方
向には 1995（平成 7）年時点の町丁字名が，列
方向には各年次の市区町村名と各町丁字のオリジ
ナルコードがそれぞれ記録されている10）。

　本データベースの作成目的は，小地域を単位地
域として，日本の市区町村合併の変遷を時系列順
に整理し，その情報を利用者に提供することにあ
る。明治期以降，日本では幾度もの市区町村の合
併や分離・分割が行われており，その変遷を全国

表 1　「歴史地域統計データ」に収録される各種データの概要．

Table 1　Contents of “Historical regional statistics”.

データ名 時期 1 単位地域 提供範囲 形式 出　　典

行政界データ
　大正・昭和期行政界データ T・S 市町村 全国 .shp 地理調査所『50万分の１市町村界素図』
　行政界変遷データベース
　（表データ）

M～ H 町丁字 全国 .xls 各種行政界変遷資料

　行政界変遷データベース
　（地図データ）

M～ H 市町村 全国 .shp 「行政界変遷データベース」

　明治 24年行政界データ M 市町村 一部 .shp 「行政界変遷データベース」

統計データ
　明治期日本全国人口統計
　　データ

M 市郡 /府県 全国 .xls 内務省編『国勢調査以前日本人口統計
集成』

　共武政表・徴発物件一覧表 M 市郡 /市町村 全国 .xls 陸軍参謀本部編『共武政表』など
　明治 33年日本帝国
　　人口動態統計

M 府県 全国 .xls 内閣統計局『明治 33年日本帝国人口
動態統計』

　明治中期における船舶
　　データベース

M 府県 全国 .xls 海軍省艦政局海運課編『汽船表 』など

　国勢調査 T・S 府県 /市町村 全国 .xls 内閣統計局『第 1回国勢調査』，同『第
3回国勢調査』

　大正 9年日本帝国死因統計 T 府県 全国 .xls 内閣統計局『大正9年日本帝国死因統計』
　大正 13年・鉄道輸送
　　主要貨物数量

T 府県 全国 .xls 鉄道省運輸局『大正 13年鉄道輸送主
要貨物数量』

　府県統計書 M～ S 市郡 /市町村 関東 .xls 各府県『府県統計書』

1) M：明治，Ｔ：大正，Ｓ：昭和

図 2　「行政界変遷データベース（表データ）」のスクリーンショット．

Fig. 2　Screen shot of “Consolidation of municipalities database（table data）”.
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規模で詳細に把握することは難しい。特に戦前期
に関しては，市区町村の合併に加えて，分離・分
割，市区町村名の改称，そして越県合併が平行し
て行われており，その変遷の把握には多大な時間
と労力を要する。本データベースはそのような煩
雑な確認作業の軽減とともに，近代地域史研究に
対する基礎的な情報の提供を期待される。
　次に「行政界変遷データベース（地図データ）」
は「平成 7年国勢調査小地域集計町丁・字等別
地図（境域）データ」の修正により作成された市
区町村界データである（図 3）。具体的には，「行
政界変遷データベース（表データ）」と「平成 7

年　国勢調査町丁・字等別地図（境域）データ」
とを GIS上で結合し，年次ごとに市区町村名を
キーフィールドとして町丁字界をディゾルブする
ことで作成されている11）。本データベースの特徴
は，紙地図ではなく，既存の地図データの改変に
より作成されているため，他のデジタルデータと
のオーバーレイなど空間分析が容易な点，そし
て，単年度の市区町村界の復元にとどまらず，明
治期から現在までの全国の市町村界を年次ごとに
復元している点にある。ダウンロードデータは年
次別に提供され，日本全国の市区町村が同一の
ファイルに同梱されている12）。その属性情報は市
区町村名，郡名，県名，そして当該市区町村の成
立年と消滅年（合併年）を含む。
　本データベースは，各種近代統計をはじめとし
て，市区町村界データの整備されていない時期の
統計データを GIS上で表示・分析することを目
的として作成された。日本国内に流通する市区町
村界データの多くは，1950年代から 1960年代
初頭に行われた「昭和の大合併」以降の市区町村
界を表現するものである。これ以前の旧市区町村
界データは僅少であるばかりか，研究者の関心に
合わせて局所的に作成されるためにデータ自体の
汎用性が低く，かつそれが公に共有されることも
少なかった 13）。こうした点から，一貫した編集
方針により全国規模で作成された本データベース
を公開する意義は大きく，これまでその GIS上
での表示・分析の困難であった統計類を利用した
研究の進展が期待される。

　ただし，本データベースで復元される旧市区町
村界は 1995（平成 7）年の町丁字界に依存して
いるため，それ以前の町丁字界の境界変更に対応
していない。つまり，1995年以前に町丁字界の
統合，分割，新設などの境界変更が行われた地域
にあっては，必ずしも当時の行政区画を精緻に復
元しない場合がある。
　例えば，藤田ほか（2006）は，「行政界変遷デー
タベース（表データ）」を応用して「平成 12年 

国勢調査町丁・字等別地図（境域）データ」から
1890（明治 23）年の旧市区町村界を復元し，そ
の復元精度を旧版地形図との重ね合わせによって
検討した。その結果，復元された旧市区町村界の
位置と境界は，おおむね旧版地形図に記されるも

図 3　「行政界変遷データベース（地図データ）」
のスクリーンショット．

Fig. 3 Screen shot of “Consolidation of munici-
palities database （Map data）”.
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のと適合すると評価したうえで，農村部では町丁
字界が旧市区町村界を踏襲する傾向にあるため，
旧市区町村界の復元精度は高いものの，都市部で
は区画整理などにより町丁字界の変更が頻繁に行
われてきたため，旧版地形図と復元された旧市町
村界とが一致しないことのある点が指摘されてい
る。すなわち，本データベースもこれと同様の傾
向をもつものと考えられ，市区町村の面積や周長
などの正確な数値が要求される作業においては，
この点を留意する必要がある。
　加えて，本データベースには他の統計データと
結合させるうえで不可欠な地域コードが付与され
ていない。ゆえに，統計データと結合する際に
は，利用者自らがオリジナルの地域コードを付与
する必要がある。
　2）統計データ
　2007年 12月末現在，統計データとして公開
されているのは，「明治期日本全国人口統計デー
タ」「共武政表・徴発物件一覧表」「明治 33年日
本帝国人口統計」「明治中期における船舶データ
ベース」14）「国勢調査（第 1回，第 3回）」「大正
9年日本帝国死因統計」「大正 13年鉄道輸送主要
貨物数量」「府県統計書」の 8群 39点である。
これらの統計データの公開目的は，GISでの利
用を期して，利用価値の高い統計書をあらかじめ
デジタル化された形式で整備・公開し，利用者に
よる統計書の整理作業を軽減することにある。
「歴史地域統計データ」の公開初期には，人口デー
タを中心に公開する方針にあったが，これについ
ては一応の公開を達成したため，現在は全国一律
に整備され，かつ統計項目が多様で汎用性の高い
統計データを整備・公開する方針にある。ここで
は現在の整備・公開方針に沿った統計データであ
る「共武政表・徴発物件一覧表」と「府県統計書」
について述べる。
　「共武政表・徴発物件一覧表」は，陸軍省参謀
本部編『共武政表』をはじめとする日本の近代軍
事統計 15）を収録した統計データ群である。『共武
政表』は 1875（明治 8）年から 1882（明治 15）
年にかけて 4回，『徴発物件一覧表』は 1884（明
治 17）年から 1911（明治 44）年にかけて毎年，

ないしは隔年で発行されており，それぞれの名称
は異なるものの，同類の統計として連続性をもっ
ている。そのうち，本データに収録されている統
計は，明治 14年版，明治 24年版，明治 30年版，
明治 34年版，明治 40年版の 5点である16）。
　梅村ほか（1983）は，『共武政表』と『徴発物
件一覧表』の特徴として，時系列上の連続性，全
国をカバーする収録形式の統一性，公式統計に含
まれない地域データの希少性の 3点を指摘して
いる。これらに加えて，単位地域の細密性と収録
項目の網羅性も本統計の特徴である。まず，郡や
県を単位地域とすることの多い明治期の全国統計
にあって，市区町村などの小地域を単位地域とす
る近代軍事統計の細密性は際立っている。そし
て，近代軍事統計は戦時下における軍用物資の徴
発を目的として整備されているため，人口，職
業，施設，交通，農林生産物などの各種地域デー
タを網羅的に収録しており（表 2），このような
広範なデータを一手に所収する統計は明治期にお
いて数少ない。ゆえに，本統計は，黒崎（1967, 

1970, 1974）などの経済史学，末尾（1962, 

1967, 1987）による一連の水車研究や Ishida

（1962），中里（1983），中西（1994）をはじめ
とする牛馬分布や牛馬耕に関する歴史地理学的研
究において基礎的資料として用いられてきた。
　「府県統計書」は，明治中期以降に発行された
府県別の統計をデータベース化した統計データ群
である。『府県統計書』は 1883（明治 16）年の「府
県統計書様式」の布達により全国的に統一された
採録項目をもち，『共武政表』と『徴発物件一覧表』
同様に府県別の土地，産業，物価，交通などの多
様な項目を網羅的に収録している。そして，その
単位地域は市郡または市町村単位で編纂されてお
り，その刊行頻度は戦前を通じてほぼ毎年発行で
ある。また，『府県統計書』は『共武政表』と『徴
発物件一覧表』には不足しがちな産業に関する統
計項目を多く収録していることから，非常に利用
価値の高い統計データといえる。2007年 12月
現在において「府県統計書」の整備・公開は完了
しておらず，茨城県，東京都，埼玉県，神奈川県
の関東地方を中心として整備・公開が進められて
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いる。
　「共武政表・徴発物件一覧表」と「府県統計表」
の原史料は，「共武政表・徴発物件一覧表」が筑
波大学人文社会科学研究科歴史地理学研究室に所
蔵される同書の複製版，「府県統計表」は筑波大
学図書館に所蔵される同書の原本とマイクロフィ
ルム版 17）である。「共武政表・徴発物件一覧表」
では，原史料に掲載されている統計項目はほぼす
べて収録したが，市区町村の幅員（東西・南北）
などいくつかの項目は除外している。「府県統計
書」においても，原史料中の単位地域を郡以下と
する統計項目のみを収録しており，県を単位とす
る統計項目は除外している。また，これらの統計
には誤植や誤記と判断される数値も少なからず存
在するが，データベースとしての性格上，基本的
には記載数値のままとし，訂正を加えていない。
ただし，数値の記載覧の誤りなど，訂正を加えら
れるものは適宜処理した。
　また，「共武政表・徴発物件一覧表」において
は，明治期の頻繁な行政区画の変更を反映して，
その単位地域が年次間および採録項目間で異なる
場合がある。また，採録項目についても年次間で
頻繁に変更されており，年次間の比較については

注意を要する。この点は「府県統計書」も同様で
あり，同統計書は「府県統計書様式」に基づく指
定項目で編集されることを要請されているが，府
県間そして年次間でその収録項目数が大幅に異
なっている。両データベースを利用して事象の地
域間比較や年次間の推移を明らかにしたい場合
は，この点に留意する必要がある。

III．データ利用の事例―明治中期における 

地域類型の析出―　　　　　 　

　次に，本章では II章にあげた行政界データと
統計データと利用した事例分析を行い，その利用
可能性を検討する。具体的には，1890（明治
23）年の「行政界変遷データベース（地図データ）」
を行政界データとして用い，これに明治 24年版
の「共武政表・徴発物件一覧表」と既存のデジタ
ルデータを結合させ，GIS上でそれらの変数を
総合することで，『徴発物件一覧表』にみる 1890

年当時の地域類型を析出する。この課題は先に述
べたような溝口（2005）の指摘にみるように，
今後の近代統計の GISへの利用のあり方を示す
ものといえよう。本事例研究の地域類型の解析手
法には，地理学における空間構造解析に標準的に

表 2　近代軍事統計（明治 24年徴発物件一覧表）の収録項目の事例．

Table 2　Example of the contents of modern military statistics.

人口・職業 1 建物 車両船舶 2 牛馬馬具 3 農林水産物

男 車工 戸数 学校軒数 日本形船 乗馬 玄米
女 桶工 戸坪数 学校坪数 西洋形船舶 駕馬 大麦
人夫 杣工 宿舎用坪数 製造所軒数 人力車 駄馬 小麦
医師 木挽職 官廨 製造所坪数 荷車 耕馬 裸麦
獣医 鞍工 倉庫棟 水車場 牛車 牛 塩
蹄鐵工 縫工 倉庫坪 病院軒数 馬車 馬車曳具 味噌
大工 厩棟 病院患者用坪数 荷馬車 駄鞍厩具 醤油
船大工 厩繋留馬 漬物
石工 寺軒数 梅干
鍛工 寺坪数 秣蒭

寺宿舎用坪数 藁

1）「医師」「獣医」，および「蹄鉄工」以下の職工の単位地域は郡市別，その他は市町村（大字）別．
2）「日本形舟」は「50石以上」と「艀漁小廻」，「西洋形船舶」は「20t以上」と「20t未満」「馬車」と「荷
馬車」は「一頭曳」と「二頭曳」とにそれぞれ細分される．

3）「乗馬」「駕馬」「駄馬」「耕馬」は「合格（牡牝別）」「不合格（牡牝別）」に細分される．
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用いられる因子分析とクラスター分析とを採用し
た（村山, 1990）。本稿の目的は「歴史地域統計
データ」に提供されるデータの利用可能性とその
課題を述べることにあるため，本章では分析過程
と結果の記述を最小限にとどめ，そのデータ構築
を中心に述べる。すなわち，データ修正，既存
データとのオーバーレイ，距離データの挿入，
メッシュ化をはじめとするデータ構築過程とその
際に生じた問題点を中心に述べる。なお，以下の
手順中の地図データの取り扱いには ArcGIS 9.1，
統計データの修正にはMS Excel，数値データの
分析には JMP6.0をそれぞれ利用した。
　1）分析データの構築
　本事例分析で用いたデータは，1890（明治
23）年の「行政界変遷データベース（地図データ）」
（以下，「1890年行政界データ」）と「共武政表・
徴発物件一覧表」の明治 24年度版（以下，『明
治 24年徴発物件一覧表』）に加え，既存の地域
データである「50 mメッシュ DEM」18）と「500 m

メッシュ地形分類データ」19）の 4点である20）。『明
治 24年徴発物件一覧表』は，明治後期から徐々
に簡略化される傾向にある近代軍事統計にあっ
て，収録項目と単位地域が最も詳細なものの一つ
である（中澤, 1985）。ゆえに，本統計は近代軍
事統計のなかでも，当時の地域構造を検討するの
に最も適したものといえよう。なお，本統計の調
査年月日は 1890（明治 23）年 12月 31日付で
ある。
　研究対象地域は，関東地方，中部地方，そして
近畿地方からなる中央日本（一部，島嶼部を除く）
とした（図 4）。本地域は，社会条件的には東京
をはじめとする大都市から典型的な農山村まで，
自然条件的には大河川の貫流する低地から 3,000

メートル級の山地まで，社会的・自然的に多様な
条件を備えた日本の代表的な地域である。
　まず，「1890年行政界データ」と『明治 24年
徴発物件一覧表』には，両者ともに地域コードが
付与されていない。そこで，『明治 24年徴発物
件一覧表』に記載される県，市郡，町村ごとに 3

桁，計 9桁の地域コードを付与し，これを参考
に「1890年行政界データ」側に同様に地域コー

ドを付与した。そして，地域コードをキーフィー
ルドとして「1890年行政界データ」を『明治 24

年徴発物件一覧表』を GIS上で結合させ，両デー
タの整合状況を確認した。
　その結果，『明治 24年徴発物件一覧表』に記
載されている市区町村数と「1890年行政界デー
タ」に記載されている市区町村数とが一致しない
ことが明らかになった。この原因を検討した結
果，「1890年行政界データ」に以下の点でデータ
の不具合が存在することが明らかになった。ま
ず，「1890年行政界データ」においては，少なか
らず当時の市区町村界ポリゴンが欠落していた。
この場合は，「1890年行政界データ」のデータ
ソースである「行政界変遷データベース（表デー
タ）」に溯り，その参考資料を確認により誤記載
を修正した。そのうえで，「平成 7年国勢調査小
地域集計町丁・字等別地図（境域）データ」中の
当該町丁字ポリゴンをディゾルブし，新しいポリ
ゴンを生成した。そして，この新ポリゴンを
「1890年行政界データ」に改めて付け加えること
で，行政界データを修正した。次に，同一県内に
同名の市区町村名が存在する場合，「1890年行政
界データ」内ではそれらがマルチパートポリゴン
として認識されており，同一の市区町村として処
理されていた。これについては，GIS上でマル
チパートポリゴンを解除し，それぞれのポリゴン
に再度地域コードを付与することで対応した。両
データが完全に整合するまで，以上の補正作業を
数回繰り返した。
　次に，GIS上に『明治 24年徴発物件一覧表』
の各データを表示し，その誤植や誤記と考えられ
る異常値を確認・修正した 21）。これらの異常値
は，GIS上で可能な限り隣接する市町村の平均
値で代替した。また，『明治 24年徴発物件一覧
表』中には，複数の町村が「組合村」として収録
され，組合村を構成する町村のいくつかの項目が
記載されていない場合がある22）。これについて
は，当該ポリゴンを GIS上で複数選択し，これ
らをマージすることで対応した。そして「1890

年行政界データ」と『明治 24年徴発物件一覧表』
との完全な整合と数値の修正を確認したうえで，
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以下の作業に移行した。
　まず，「1890年行政界データ」の各ポリゴン面
積比は最大約 67万倍におよぶため，行政界ポリ
ゴンのままでは地図化の際の解釈が容易ではな
い。そこで『明治 24年徴発物件一覧表』を結合
させた「1890年行政界データ」を 5 kmメッシュ
に変換するとともに（図 4），採用変数をメッシュ
ごとに整数値に面積按分した 23）。また，面積按
分に伴う変数の整数化に際し，変数の小数点以下
を四捨五入した。これによる各変数の情報量の損
失は約 0.2％であった 24）。これにより 7,945の市
町村界ポリゴンが 5,566のメッシュポリゴンへ縮
約された。
　次に，変数の選択を行った。変数の選択に関し
ては，現在においても解釈の容易な点を念頭にお
き，多様な地域データを所収する『明治 24年徴
発物件一覧表』の特性を最大限に生かすように配

慮した（表 3）。また，本稿では『明治 24年徴発
物件一覧表』から採用した変数に加えて，地形変
数と距離変数とを採用した。現代では両者ともに
人文的現象との直接的な因果性は薄いものの，近
世的な残滓がまだ色濃い明治中期において，両者
ともに人文的現象を規定する可能性をもつと考え
られる。地形変数は，5 kmメッシュに「50 mメッ
シュ DEM」と「500 mメッシュ地形分類データ」
とをオーバーレイすることにより得られた 9変
数を採用した。距離変数は，都市的メッシュ25）

との近接性を考慮し，全メッシュの中心点から人
口 10,000以上 20,000未満，20,000以上 30,000

未満，30,000以上の最近隣メッシュの中心点へ
の直線距離の 3変数をそれぞれ採用した（表 3，
図 4）。これにより，『明治 24年徴発物件一覧表』
の変数，地形変数，距離変数の計 35変数を分析
対象として選択した。最後に，以上の作業で構築

図 4　対象地域における 5 kmメッシュ単位の人口分布（1890）．

Fig. 4　Distribution of population in 1890 by 5 km mesh.
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された行政界データの属性テーブルを GISで汎
用の行列データにエクスポートし，5,566行×
36列の地理行列表を得た。

　2）分析過程と結果
　次に，データ構築の結果得られた 5,566行×
36列の地理行列に対し，因子分析，共通因子の
解釈，そしてクラスター分析を順次行い，以下の
結果を得た。
　まず，因子分析の結果，地理行列から固有値
1.0以上，累積寄与率 68.2％の 8つの共通因子が
抽出された。そして，この共通因子にバリマック
ス変換を施し，因子負荷量の構成と地理的な得点
分布から（表 4，図 5），これらの共通因子を次
のように解釈した。
　因子 1は人口，施設，運輸の各項目において
高い正の相関を示し，東京をはじめとする大都市
や地方都市に高得点のメッシュが分布する。これ
らから因子 1を「都市的性格」と解釈した。因
子 2は，地形に関する変数において顕著な値を
示し，標高，傾斜，山地において正の相関，台地
と扇状地のような緩慢な地形において負の相関を
示す。その得点分布は山間部をはじめとする標高
が高く，傾斜も急な地域において得点が高く，関
東平野などの起伏の少ない沖積平野に得点が低く
なる傾向にある。以上より，因子 2を「地形の
高低・急緩」と解釈した。因子 3は，麦類生産量，
役馬頭数，厩棟数の順に相関が高く，役馬とこれ
に関連した農業を示すものとして「役馬利用・農
業」とした。因子 4は距離変数に高い正の相関
を示し，その得点分布は大都市や地方都市を中心
に低得点のメッシュが分布し，同心円状に得点が
漸増する傾向にあることから，「都市部からの距
離」を表すものと解釈した。
　因子 5は役牛に関わる変数と農業に関わる変
数において高い正の相関を示すことから「役牛利
用・農業」とした。因子 6は舟数，三角州・旧
河道，自然堤防に正の相関を示し，水車場数と扇
状地とに負の相関を示す。高得点のメッシュは大
河川下流域や海岸平野などの低地に凝集する傾向
にあり，扇状地や盆地などの高燥な土地では得点
が低い傾向にある。以上より因子 6を「低地で
の活動」とした。因子 7は施設に関する変数に
おいて顕著な相関を示すことから「施設立地」と
解釈した。因子 8は谷底低地と台地の地形変数，

表 3　採用変数と変数の平均値．

Table 3　Variables and its average.

範疇 変数 平均値 標準偏差

人口
男子人口 2057 5986 

女子人口 2026 5379 

人夫数 604 915 

施設

戸数 775 2788 

官廨数 1 16 

倉庫棟数 144 377 

廐棟数 80 149 

寺軒数 8 21 

学校軒数 1 10 

製造所軒数 1 6 

水車場数 4 10 

病院軒数 0 0 

運輸

舟数 1 53 163 

役牛頭数 44 106 

役馬頭数 1 76 116 

牛車台数 1 10 

馬車・荷馬車台数 1 3 13 

人力車台数 21 267 

荷車台数 94 461 

農業 2

（100 L）

玄米 6902 5844 

大麦 1259 1504 

小麦 497 628 

裸麦 332 521 

地形

平均標高（m） 446 482 

平均傾斜（度） 14 10 

山地（％） 69 37 

台地（％） 11 21 

扇状地（％） 9 16 

自然堤防（％） 3 11 

谷底低地（％） 0 1 

三角州・旧河道（％） 8 18 

埋立地（％） 1 6 

距離
（km）

人口 10000人以上 19 14 

人口 20000人以上 34 20 

人口 30000人以上 51 27 

1）細目を合算した．
2）単位を石からリットルに変換した．
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表 4　採用変数の因子構造．

Table 4　Factor structure of variables.

範疇 変数
因子負荷量 1

因子 1 因子２ 因子 3 因子 4 因子 5 因子 6 因子 7 因子 8

人口
男子人口 0.97

女子人口 0.95

人夫数 0.81 －0.31

施設

戸数 0.97

官廨数 0.74

倉庫棟数 0.89

廐棟数 0.43 0.33 －0.26

寺軒数 0.58 0.41

学校軒数 0.73 0.44

製造所軒数 0.43 0.58 0.25

水車場数 0.29 －0.46 0.27

病院軒数 0.76

運輸

舟数 0.45 －0.27 0.54

役牛頭数 0.78

役馬頭数 －0.30 0.68

牛車台数 0.63

馬車・荷馬車台数 0.50 0.31 0.56

人力車台数 0.95

荷車台数 0.95

農業 2

玄米（L） －0.50 －0.39 0.33

大麦（L） 0.79

小麦（L） 0.79

裸麦（L） 0.74

地形

平均標高（m） 0.77

平均傾斜（度） 0.85

山地（％） 0.81 －0.26 －0.29

台地（％） －0.56 0.34 0.40

扇状地（％） －0.51 －0.27 －0.46

自然堤防（％） 0.55

谷底低地（％） 0.76

三角州・旧河道（％） －0.35 0.67

埋立地（％） －0.25 0.25

距離
（km）

人口 10000人以上 0.40 0.68

人口 20000人以上 0.86

人口 30000人以上 0.81

因子の解釈
都市的
性格

地形の高
低・急緩

役馬利用・
農業

都市部か
らの距離

役牛利用・
農業

低地での
活動

施設立地 台地での
活動

固有値 10.07 4.34 2.40 1.82 1.68 1.30 1.22 1.18

寄与率 28.78 12.39 6.85 5.21 4.80 3.71 3.49 3.38

累積寄与率 28.78 41.17 48.02 53.23 58.03 61.74 65.23 68.62

1）絶対値 0.25以上の数値を表示．
2）（Ｌ）：リットル 
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図 5　対象地域における因子の得点分布．

Fig. 5　Distribution of the factor scores in study area.
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および馬車・荷馬車台数に高い正の相関をもつ。
谷底低地は関東地方西部丘陵部，台地は関東地方
全体にそれぞれ卓越する地形であるため，得点分
布にこれが反映される。馬車利用の正の相関をあ
わせて，因子 8を「台地での活動」をあらわす
と解釈した。
　次に，因子分析により検出された 8つの因子
得点行列にウォード法によるクラスター分析を施
し，クラスター間の距離更新に大きな変化が生じ
る情報損失量 50.9％の水準で類型区分を行った。
その結果，5,566のメッシュは 6つの地域類型に
分類された。表 5に各地域類型の因子得点の平
均値，図 6に対象地域における地域類型の分布
をそれぞれ示した。
　類型 Aは 0.67の高得点を示す「役牛利用・農
業」のほか，「都市部からの距離」「地形の高低・
急緩」「低地での活動」の低い値に特徴づけられる。
その分布は関東地方や中部地方において局所的に
分布し，近畿地方に卓越する傾向にある。類型 B

は，「地形の高低・急緩」における高得点にみる
ように，高い標高と急な傾斜とに強く特徴づけら
れる地域類型である。ゆえに，本類型は対象地域
内の山間地を中心に分布する。類型 Cは，「施設
立地」と「台地での活動」との突出した値に特徴
づけられ，その分布は東京都西部に広がる武蔵野
台地南部にほぼ一致する。また，東京区部に近接
するために「都市部からの距離」に顕著な負の得
点を示す点もその特徴である。

　類型 Dは東京市麹町区付近のメッシュのみの
単独類型である。その特徴は，「都市的性格」の
53.12という高得点にみるように，そのきわめて
強い都市的性格にある。この点は当時の東京中心
部が周辺地域とは異質の地域であったことを示唆
するものである。類型 Eは，「低地での活動」の
高い正の得点と「地形の高低・急緩」における負
の得点とに特徴づけられる。すなわち，この類型
は大河川の中・下流域や海岸沿岸部に卓越する。
また，これらの地域には東京中心部以外の都市的
メッシュが多く含まれているために，「都市部か
らの距離」と「都市的性格」とに比較的顕著な値
を示す。類型 Fは「都市部からの距離」と「役
馬利用・農業」とに正の顕著な得点を示し，「地
形の高低・急緩」に負の得点を示す。他の類型と
比較した場合，その「役馬利用・農業」にみられ
る顕著な値がその特徴であろう。そして，その分
布は関東地方に偏在する傾向にあり，その他の地
域では局所的な分布を見せるに過ぎない。
　これらの各地域類型に共通する点は，いずれも
因子 2の「地形の高低・急緩」に顕著な値を示
すことである（表 5）。このことは，明治中期に
おける人文的活動が地形条件との連関の中で行わ
れていた，すなわち，人文活動を規定する構造的
因子として地形条件が働いていたことを示唆する
ものである。そして，この結果は，『明治 24年
徴発物件一覧表』にみる人文的データと自然的
データとを総合することで得られた知見であり，

表 5　地域類型ごとの平均因子得点．

Table 5　Average factor scores by regional types.

類型
メッシュ数

（全体に対する
比率：％）

因子得点の平均

因子 1 因子 2 因子 3 因子 4 因子 5 因子 6 因子 7 因子 8

都市的
性格

地形の高
低・急緩

役馬利用・
農業

都市部か
らの距離

役牛利用・
農業

低地での
活動 施設立地 台地での

活動

A 1319 (23.70) 0.04 －0.47 －0.33 －0.57 0.67 －0.49 0.10 －0.24

B 2292 (41.18) －0.10 0.87 －0.05 －0.09 －0.25 －0.13 －0.06 0.00

C 38  (0.68) 0.28 －0.51 0.49 －0.95 0.50 －0.35 3.72 8.12

D 1  (0.02) 53.12 3.98 －3.12 4.99 －6.51 －0.14 －3.02 －0.02

E 562 (10.10) 0.30 －0.96 －0.05 －0.55 －0.29 1.92 0.15 －0.36

F 1354 (24.33) －0.04 －0.61 0.42 0.96 －0.12 －0.08 －0.16 0.17
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GISのもつデータの総合力を生かしたものとい
えるであろう。また，各地域類型の分布パターン
に注目すれば，近畿地方に偏在する類型 Aと関
東地方に偏在する類型 Fとのコントラストが比
較的鮮明である（図 6）。類型 Aが「役牛利用・
農業」の高得点，類型 Fが「役馬利用・農業」
の高得点にそれぞれ特徴づけられることを考えれ
ば，両者のコントラストは牛馬利用の東西差を反
映しているとも理解できる。明治期における牛馬
利用の東西差については，明治前期の牛馬の全国
的な分布を検討した Ishida（1962），牛車・馬車
の地域差を検討した黒崎（1967），そして牛馬耕
の地域性を検討した中西（1994）をはじめとし
て既往の歴史地理学の研究成果においてたびたび
指摘されており，本事例研究における結果はこう
した従来の知見を裏付けるものといえる。ゆえ
に，本分析から引き出された地域類型はおおむね

解釈が可能であり，このことは本事例分析で利用
した各データの利用可能性を示すものといえる。

IV．考　　察

　本稿では，「歴史地域統計データ」に提供され
る行政界データと統計データの整備について解説
し，これらのデータを用いて事例分析を行い，そ
のデータの利用可能性と課題を探った。事例分析
に利用した「行政界変遷データベース（地図デー
タ）」と「共武政表・徴発物件一覧表」の GIS上
での操作から，その利用可能性と課題について
は，以下の点が指摘できる。
　「行政界変遷データベース（地図データ）」は，
信頼性の高い既存の行政界データより作成されて
いるため，他の既存データとのオーバーレイ，イ
ンターセクト，ディゾルブ，距離計算などのGIS

上の操作に十分耐えるものであった。そして，

図 6　対象地域における地域類型．
Fig. 6　Regional types in study area.
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「行政界変遷データベース（地図データ）」と「共
武政表・徴発物件一覧表」とを結合させて得られ
た地理行列から析出された地域構造は，従前の関
連研究の知見を踏まえても解釈可能なものであ
る。この点は，両データが GIS上で利用可能で
あり，「歴史地域統計データ」に所収される各デー
タが GISを用いた歴史研究に寄与する可能性を
示すものといえよう。また，事前にデジタル化さ
れたデータが提供されることによって，データ作
成に関する作業量は大幅に軽減されている。この
点では，行政界データと統計データともにその整
備・公開目的を達成しているといえる。
　しかしながら，データ構築（III章 1）節）に
みたように，本データと統計データを結合し，こ
れを GIS上で表示・分析する過程には，新たな
データの付与やデータ自体の修正・補正作業が必
要とされている。このことは「歴史地域統計デー
タ」に提供される各データにおいても，同様の作
業を必要とする可能性を示唆するものといえる。
例えば，「行政界変遷データベース（地図データ）」
には市区町村ごとに地域コードが付与されていな
い。そのため，本データを他の統計データと結合
する際には，利用者が改めて行政界データと統計
データとに共通の地域コードを付与しなければな
らない。利用者の便宜を考慮すれば，少なくとも
旧市区町村ごとに地域コードが付与された状態で
本データを提供することが必要であろう。
　また「行政界変遷データベース（地図データ）」
と「共武政表・徴発物件一覧表」とを GIS上で
結合した結果，「行政界変遷データベース（地図
データ）」には旧市区町村の欠落が，「共武政表・
徴発物件一覧表」には誤植・誤記などの異常値が
それぞれ確認された。これらの修正方法は文中に
記したとおりであるが，「行政界変遷データベー
ス（地図データ）」の修正は，そのデータソース
である「行政界変遷データベース（表データ）」
の修正作業，その参考資料の記載確認，そして新
たなポリゴンの作成などの複雑で高度な技術力を
要する作業を求められる。ゆえに，一般の利用者
が本データを修正するのは困難であり，データ提
供側での確認・修正作業が必要となる。これらの

データの修正作業は，今後の「歴史地域統計デー
タ」の喫緊の課題である。
　ただし，こうした修正作業の必要性が，本稿の
事例分析を通じて初めて明らかになったように，
データの不具合を効率的に修正し，信頼性の高い
データを構築するためには，利用者が各種データ
を利用することでその修正点を発見し，その修正
情報が提供者側と利用者側とで共有される必要が
ある。現在，Webページ「歴史地域統計データ」
においては，提供側と利用者側，または利用者側
同士を相互的に結びつけるようなインターフェイ
スが実装されていない。今後はデータの不具合や
誤記などの修正情報やデータの利活用などをはじ
めとする情報の交換がなされる場を構築する必要
があろう。
　以上のように，「歴史地域統計データ」に提供
されるデータの GIS上での利用については，い
くつかの課題が残されている。しかし，これらの
課題はおおむね提供側と利用者側相互の情報交換
をもって，解決可能な課題であると考えられる。
特に，多少の修正をもって利用可能な行政界デー
タの無償公開は，近代統計の GIS上での表示・
分析を可能としたという点で，その利用性は高
く，近代統計と GISとを結びつけた歴史的研究
の深化に資すると考えられる。多くの利用者に
「歴史地域統計データ」が活用され，その協業に
より信頼性の高いデータが構築されることを期待
したい。
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注

1）近年の GISを用いた歴史的事象の研究動向につい
ては，宇野（2005）が参考となる。

2）この成果は，矢野ほか（2007）およびWEBペー
ジ「バーチャル京都—過去・現在・未来への旅—」
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を参照されたい。公開 URL：http://www.geo.lt. 
ritsumei.ac.jp/webgis/ritscoe.html ［Cited 2007/ 
10/25］。

3）「暦象オーサリング・ツールによる危機管理研究」
公開 URL：http://www.fcronos.gsec.keio.ac.jp/ ［Cit-
ed 2007/10/25］。

4）「歴史地域統計データ」公開 URL：http://giswin.
geo.tsukuba.ac.jp/teacher/murayama/datalist.htm 
［Cited 2007/10/25］。
5）渡邉ほか（2006）や藤田ほか（2005）など。
6）全公開データの解説は村山・渡邉（2007）に詳し
い。

7）「平成 7年国勢調査小地域集計町丁・字等別地図
（境域）データ」は，東京大学空間情報科学研究セン
ターの空間データ利用を伴う共同研究（共同研究番
号 36）によりその供与を受けた。

8）1889（明治 22）年を始点としたのは，同年に市制・
町村制が施行されたことによる。

9）各市区町村名の確認作業には，太田・西川（1995）
のほか，太田・西川（1996），日本加除出版株式会社
出版部・市町村自治研究会（1998），国土地理協会
（2002）を参照した。

10）オリジナルコードは「平成 7年　国勢調査 町丁・
字等別地図（境域）データ」の町丁字コードである
「KEY_CODE」を利用した。

11）「行政界変遷データベース（地図データ）」の作成
手法は，上江洲ほか（2006）に詳しい。

12）本データベースのダウンロードは「行政区画変遷
WebGIS」の機能の一部として実装されている。公開
URL：http://giswin.geo.tsukuba.ac.jp/teacher/ 
murayama/boundary/ ［Cited 2007/10/25］。

13）この点で例外的なのは，埼玉大学の谷　謙二によ
るフリー GISソフト「MANDARA」に付属する地図
ファイル「日本市町村.mpf」と「大正昭和南関東 .mpf」
である。「日本市町村.mpf」は 1960年以降（一部
1955年）の市区町村界を，「大正昭和南関東.mpf」
は南関東に限るものの，1920年から 1955年までの
市町村界をそれぞれ所収している。「地理情報分析 
システム MANDARA」公開 URL：http://www5c. 
biglobe.ne.jp/~mandara/［Cited 2007/10/25］。

14）本データベースは小野寺　淳（茨城大学教育学部）
と渡辺英夫（秋田大学教育文化学部）により作成さ
れたものであり，両者の許可を得て公開されている。

15）近代軍事統計の政策的背景や収録項目・単位地域
の変化については，今津（1979）と中澤（1985）に
よる解題，そして梅村ほか（1983）による詳解が参
考となる。

16）明治 14年版の調査年月日は同年の 1月 1日，明
治 24年以降は前年の 12月 31日である。なお，こ
れらの近代軍事統計の正確な名称は，明治 30年版ま
でのものが『徴発物件一覧表』であり，それ以降の
ものは『徴発物件表』または『陸軍徴発物件要覧』
である。

17）雄松堂フィルム出版『明治年間府県統計書集成』
および雄松堂フィルム出版『大正・昭和年間府県統
計書集成』を原史料とした。

18）「50 mメッシュ DEM」は（株）北海道地図　GIS-

MAP Terrain UTM 座標系 50 m 標高格子データ
（ASCII 形式）を利用した。本データは東京大学空間
情報科学研究センターの空間データ利用を伴う共同
研究（番号 67）によって供与された。

19）本データは防災科学技術研究所と工学院大学の共
同研究の一環で作成されたものであり，1969年から
1978年に作成された地形分類図をもとに作成・公開
されたものを利用した。公開 URL：http://www.
j-map.bosai.go.jp/ ［Cited 2007/10/25］。

20）地理情報に関するデータはすべて UTM座標系（日
本測地系・54帯）に統一した。なお，「行政界変遷
データベース（地図データ）」の座標系は世界測地系
の地理座標系（緯度経度）である。

21）異常値の確認・修正には絶対的な基準が存在せず，
周囲の数値との相互参照による相対的な確認・修正
に頼らざるを得なかった。厳密な修正を求めるので
あれば，同様の項目が掲載される他の統計資料を用
いて確認する作業が望まれる。

22）組合村とは，近隣の複数町村が連合して戸長と役
場を共同設置し，各村から代表議員を選んで村会を
構成する当時の広域行政機構である。『明治 24年徴
発物件一覧表』中には組合村を構成する各町村の数
値が記載されていない場合が多く，それらを総計し
た値が「○○組合」または「○○連合」として記載
されている。

23）5 kmメッシュは ESRI社が提供するメッシュ作成
ユーティリティーにより得られる 4次メッシュを
ディゾルブして作成した。すなわち，本事例分析で
用いる 5 kmメッシュは第 3次メッシュの約 25倍の
大きさである。この手法は高橋ほか（2005）に詳しい。

24）情報量の算出は『明治 24年徴発物件一覧表』に含
まれる全変数の総計とメッシュ化に伴い整数化され
た「1890年行政界データ」の全変数の総計との差分
を『明治 24年徴発物件一覧表』に含まれる全変数の
総計で除すことにより計測した。

25）なお，これらの都市メッシュには，当時の市部が
すべて含まれているが，当時は農村部にも比較的多
くの人口が分布しており，なかには周辺地域に対し
中心的な機能をもつ町村も存在していた。ゆえに人
口のみをもって当該メッシュを都市的メッシュとす
る点には考慮の余地があるものの，人口以外にこれ
を判断する基準がないため，本稿においては人口を
都市化の基準として採用した。また，対象地域の外
にある都市的メッシュとの距離については考慮して
いない。
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